
千葉市本庁舎等のあり方に関する基礎調査 
～ライフサイクルコストについて～ 

平成２５年１０月１１日 

財政局 



（賃借又は購入） 

（賃借又は購入） 

議事堂棟 

議事堂棟 

議事堂棟 

議事堂棟 

議事堂棟 

議事堂棟 

A-1 改修方式 

A-2 

A-3 

改修 
＋ 

賃借又は購入 
集約方式 

A-4 

改修 
＋ 

新築集約方式 

A-5 

改修 
＋ 

新築・議会集約
方式 

B 新築集約方式 

C-1 

C-2 

賃借又は購入 
集約方式 
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単位：億円 

  

Ａ－１ Ａ－２ Ａ－３ Ａ－４ Ａ－５ Ｂ Ｃ－１ Ｃ－２ 

改修 
方式 

改修 
＋ 

賃借集約 
方式 

改修 
＋ 

購入集約 
方式 

改修 
＋ 

新築集約 
方式 

改修 
＋ 

新築・議会 
集約方式 

新築集約 
方式 

賃借集約 
方式 

購入集約 
方式 

施
設
整
備
期
間 

収入 0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  86.99 86.99  

支出 179.90  208.41  277.48  255.99  258.60  274.90  175.43 348.79  

小計 179.90  208.41  277.48  255.99  258.60  274.90  88.44 261.80  

 維持管理 
期間支出 

710.45  702.30  386.68  387.96  373.13  296.67  915.60 338.51  

 ﾗｲﾌｻｲｸﾙ 
ｺｽﾄ合計 

890.35  910.71  664.16  643.95  631.73  571.57  1,004.04 600.31  

ライフサイクルコスト 
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施設整備期間 維持管理期間 

定量的評価対象期間（５５年間） 

定量的評価 

改修庁舎(３５年) 改修庁舎(１５年) 

準備期間 



◎ 職員数          ２，０７３ 人  
 
◎ 延床面積       約５０，０００ m2 

  
◎ 駐車台数           ４００ 台 
 
◎ 駐輪台数           １７０ 台 
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平成２４年４月１日時点 

国土交通省「新営庁舎面積算定基準」 

現状の利用状況 

現状の利用状況 

検討ケース及びモデルプラン 



Ａ－１ 改修方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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改修 

検討ケース及びモデルプラン 

■ 配置イメージ 建物種別 活用方法 

本庁舎 大規模改修 

議事堂棟 大規模改修 

増築棟 － 

中央ＣＣ 大規模改修 

ＰＳＴ 賃借面積増加 

民間建物 － 

PST 

議事堂棟 



Ａ－１ 改修方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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改修 

検討ケース及びモデルプラン 

議事堂棟 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 138.88 41.02 179.90 613.74 96.71 710.45 890.35 

単位：億円 



第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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改修 民間建物 

検討ケース及びモデルプラン 

Ａ－２ 改修＋賃借集約方式 

Ａ－３ 改修＋購入集約方式 

■ 配置イメージ 建物種別 活用方法 

本庁舎 大規模改修 

議事堂棟 大規模改修 

増築棟 － 

中央ＣＣ 退去 

ＰＳＴ 退去 

民間建物 賃借or購入 

PST 
(想定民間建物) 

議事堂棟 



第４章 課題解決のための検討ケースの設定 

9 

改修 民間建物 

検討ケース及びモデルプラン 

Ａ－２ 改修＋賃借集約方式 

議事堂棟 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 167.39 41.02 208.41 605.59 96.71 702.30 910.71 

単位：億円 



第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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改修 民間建物 

検討ケース及びモデルプラン 

議事堂棟 

Ａ－３ 改修＋購入集約方式 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 236.46 41.02 277.48 289.97 96.71 386.68 664.16 

単位：億円 



Ａ－４ 改修＋新築集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

■ 配置イメージ 建物種別 活用方法 

本庁舎 大規模改修 

議事堂棟 大規模改修 

増築棟 建設 

中央ＣＣ 退去 

ＰＳＴ 退去 

民間建物 － 

改修 新築 

議事堂棟 



Ａ－４ 改修＋新築集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

改修 新築 

議事堂棟 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 214.97 41.02 255.99 291.25 96.71 387.96 643.95 

単位：億円 



Ａ－５ 改修＋新築・議会集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

■ 配置イメージ 建物種別 活用方法 

本庁舎 大規模改修 

議事堂棟 解体 

増築棟 建設（含議事堂棟） 

中央ＣＣ 退去 

ＰＳＴ 退去 

民間建物 － 

改修 新築 

議事堂棟 



Ａ－５ 改修＋新築・議会集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

改修 新築 

議事堂棟 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 217.58 41.02 258.60 293.65 79.48 373.13 631.73 

単位：億円 



Ｂ 新築集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

■ 配置イメージ 建物種別 活用方法 

本庁舎 解体 

議事堂棟 解体 

増築棟 建設（含議事堂棟） 

中央ＣＣ 退去 

ＰＳＴ 退去 

民間建物 － 

新築 

議事堂棟 



Ｂ 新築集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

新築 

議事堂棟 

単位：億円 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 233.88 41.02 274.90 296.67 － 296.67 571.57 



民間建物 Ｃ－１ 賃借集約方式 

Ｃ－２ 購入集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 

17 

検討ケース及びモデルプラン 

■ 配置イメージ 建物種別 活用方法 

本庁舎 解体 

議事堂棟 解体 

増築棟 － 

中央ＣＣ 退去 

ＰＳＴ 退去 

民間建物 賃借or購入 

議事堂棟 



民間建物 Ｃ－１ 賃借集約方式 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

議事堂棟 

単位：億円 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 134.41 41.02 88.44※ 915.60 － 915.60 1,004.04 

※本庁舎敷地の売却収入を差し引く。（134.41億円＋41.02億円―86.99億円＝88.44億円） 



民間建物 

第４章 課題解決のための検討ケースの設定 
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検討ケース及びモデルプラン 

議事堂棟 

Ｃ－２ 購入集約方式 

単位：億円 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

建替 
（３５年目） 

合計 

ライフサイクルコスト 307.77 41.02 261.80※ 338.51 － 338.51 600.31 

※本庁舎敷地の売却収入を差し引く。（307.77億円＋41.02億円―86.99億円＝261.80億円） 
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Ａ－１ Ａ－２ Ａ－３ Ａ－４ Ａ－５ Ｂ Ｃ－１ Ｃ－２ 

改修 
方式 

改修 
＋ 

賃借集約 
方式 

改修 
＋ 

購入集約 
方式 

改修 
＋ 

新築集約 
方式 

改修 
＋ 

新築・議会 
集約方式 

新築集約 
方式 

賃借集約 
方式 

購入集約 
方式 

施
設
整
備
期
間 

施設 
整備費 138.88  167.39  236.46  214.97  217.58  233.88  134.41 307.77  

維持 
管理費 41.02  41.02  41.02  41.02  41.02  41.02  41.02  41.02  

合計 179.90  208.41  277.48  255.99  258.60  274.90  88.44 261.80  

維
持
管
理
期
間 
 

維持 
管理費 613.74  605.59  289.97  291.25  293.65  296.67  915.60 338.51  

建替費 96.71 96.71 96.71 96.71 79.48 － － － 

合計 710.45 702.30 386.68 387.96 373.13 296.67  915.60 338.51  

 ﾗｲﾌｻｲｸﾙ 
ｺｽﾄ合計 

890.35  910.71  664.16  643.95  631.73  571.57  1,004.04 600.31  

単位：億円 



施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 維持管理費 合計 

ライフサイクルコスト 233.88 41.02 274.90 296.67 296.67 571.57 
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 単位：億円 【Ｂ 新築集約方式】 

  【前提条件】 
    起債対象額：約２２０億円（移転費等除く） 
    ３０年償還、元金均等半年賦 
    金利１．５％（実績を参考） 

【財政健全化比率への影響】 
  実質公債費比率：０．６％程度（平成２５年９月「公債費負担適正化計画） 
  将来負担比率：１３％程度（平成２４年度決算） 

施設整備期間（５年） 維持管理期間（５０年） 
合計 
（５５年） 施設 

整備費 
維持 
管理費 

合計 
維持 
管理費 

償還額 
（30年間） 

合計 

ライフサイクルコスト 13.88 41.02 54.90 296.67 220.00 516.67 571.57 

(１年あたりの負担額) (2.78) (8.20) (10.98) (5.93) (7.33※1) (13.26※2) － 

※1   220.00億円÷30年＝7.33億円 
※2   償還のある30年間（5.93億円＋7.33億円＝13.26億円） 



22 

第三者評価 

①目   的：基礎調査報告書の検証 
 

②委  託  先：千葉大学（工学部） 
 

③担        当：柳澤    要  教授（建築計画） 
          和泉 信之教授（建築構造） 
            川瀬 貴晴教授（建築設備） 
            中井 正一教授（地盤工学） 
 

④委託期間：平成２５年８月１日～１０月３１日 
 


